
- 23 -

２ 平成３０年度重点施策 １７,５５４百万円

（再掲重複分を除いた計）

平成３０年度は、県総合計画アクションプランの最終年度に当たり、目標達成に

向けて全力を尽くすとともに、引き続き、長期的視点に立って、人口減少に対応し、

本県の未来を支える人財育成・確保に係る取組を強化していく必要があります。

また、２年後に迫った国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭、２０２０東京オリ

ンピック・パラリンピック競技大会への着実な準備と開催効果の県づくりへの波

及、さらには、世界ブランドへの登録や全国和牛能力共進会での成果等を今後に生

かす取組の具体化も求められています。

このため新年度は、こうした課題への対応に加え、政策評価の結果やインフラ整

備によるストック効果の最大化の視点も踏まえ、みやざきの更なる飛躍と新たな挑

戦をテーマに取り組みます。

(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化

６,４６２百万円

本県の喫緊の課題である人口減少対策の充実・強化に向けて、キャリア教育や

インターンシップの充実等を通じた若者の県内定着とＵＩＪターンの促進、子育

て支援や働き方改革に取り組みます。

また、人口減少が特に著しい中山間地域の維持・活性化に向けて、地域交通や

医療・介護サービスの維持確保、所得の安定・向上などに取り組みます。

(2) 世界ブランドや文化・スポーツを生かした地域づくり -2020年に向けて-

２,３０５百万円

２０２０年の東京オリパラなどに向けて、世界農業遺産やユネスコエコパーク

などの地域資源を活用した世界ブランドのみやざきづくりを推進します。

また、国民文化祭や全国障害者芸術・文化祭、国民体育大会の本格的な準備や、

みやざき東京オリンピック・パラリンピックおもてなしプロジェクトの推進を通

じて、文化・スポーツを生かした地域づくりに取り組みます。

(3) 地域経済をけん引する産業づくり

８,９９７百万円

良質な雇用の確保と地域経済の活性化に向けて、フードビジネスなど本県の強

みや特性を生かした成長産業や中核企業の育成を推進します。

また、輸出産業の更なる振興や航空ネットワークの充実に伴うインバウンド対

策など、次代につながる新たな産業づくりに取り組みます。

2 平成30年度重点施策
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(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化 ６,４６２百万円

本県の喫緊の課題である人口減少対策の充実・強化に向けて、キャリア教育やイン

ターンシップの充実等を通じた若者の県内定着とＵＩＪターンの促進、子育て支援や

働き方改革に取り組みます。

また、人口減少が特に著しい中山間地域の維持・活性化に向けて、地域交通や医療

・介護サービスの維持確保、所得の安定・向上などに取り組みます。

2(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化

① 若者の県内定着とＵＩＪターンの促進 ６４１百万円

○移住・ＵＩＪターン強化事業（４９百万円）

○産業人財の育成・確保（１８３百万円）

○改福祉で働こう！ひなたの人材確保推進事業（１０百万円）

○新産科専門医研修資金貸与事業（４百万円）

○宮崎県ナースセンター事業（２０百万円）

○改「みやざき・ひなたの介護」情報発信事業（２０百万円）

○改保育士等キャリアアップ研修事業（１５百万円）

○みやざき林業入門塾等研修事業（３百万円）

○「みやざき林業青年アカデミー」等研修事業（２４百万円）

○改みやざき林業技術者育成総合対策事業（１６百万円）

○新みやざき林業大学校（仮称）開講準備事業（１９百万円）

○新みやざき林業イノベーション加速化事業（１０百万円）

○プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業（２３百万円）

○知ろう 伝えよう 宮崎で働く魅力！高校生県内就職促進事業（６３百万円）

○改ものづくり技能士育成事業（６百万円）

○宮崎で暮らす働く、県内就職促進事業（４２百万円）

○新地域ぐるみの漁業担い手リクルート活動展開事業（４百万円）

○改畜産の基盤を支える獣医師の安定確保推進事業（１７百万円）

○みやざきの建設産業担い手育成支援強化事業（２２百万円）

○改宮崎の教育グローバル化推進事業（３百万円）

○県立高校と県内企業のネットワーク強化事業（２６百万円）

○宮崎県キャリア教育推進事業（６百万円）

○みやざき産業人財育成事業（４百万円）

○次世代アグリリーダー育成事業（５百万円）

○キャリアアップ！特別支援学校高等部生就労・自立支援事業（２百万円）

○改みやざき地域学校パートナーシップ推進事業（４８百万円）
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2(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化

③ 中山間地域の維持・活性化 ３,４２０百万円

○地方バス路線等運行維持対策事業（２９７百万円）

○改地域公共交通ネットワーク最適化支援事業（６百万円）

○新地域公共交通生産性向上促進事業（１０百万円）

○新地域鉄道利用促進強化支援事業（９百万円）

○持続可能な地域づくり応援事業（９７百万円）

○新広げよう！「宮崎ひなた生活圏」形成促進事業（２７百万円）

○農山漁村における所得安定・向上モデル事業（見守り・生活支援）（９百万円）

○訪問看護サービス体制の構築・強化（２８百万円）

○改健康長寿社会づくり推進事業（６１百万円）

○有害鳥獣捕獲等対策（５８百万円）

○改狩猟免許事業（９百万円）

○適正な森林伐採推進対策（２百万円）

○改みやざき林業技術者育成総合対策事業〈再掲〉（１６百万円）

○新みやざき林業大学校（仮称）開講準備事業〈再掲〉（１９百万円）

○新みやざき林業イノベーション加速化事業〈再掲〉（１０百万円）

○新「夏の林業現場働き方改革」下刈労働軽減実証事業（３百万円）

○新優良苗木供給拠点整備事業（８百万円）

○水を貯え、災害に強い森林づくり事業（１６２百万円）

○改日本のひなた林業みやざき担い手確保対策事業（６百万円）

○改中核認定林業事業体循環型林業推進事業（２０百万円）

○改ひなたの乾しいたけ販路拡大・ＰＲ事業（６百万円）

② 子育て支援と働き方改革の推進 ２,４０１百万円

○新産業人財育成・確保緊急対策事業等〈再掲〉（２３百万円）

○女性の活躍支援（３８百万円）

○地域子ども・子育て支援事業（１,３１１百万円）

○改未来みやざき子育て県民運動推進事業（１９百万円）

○改みやざき結婚サポート事業（２４百万円）

○子育て支援乳幼児医療費助成事業（８９１百万円）

○改社会的養護自立支援事業（８百万円）

○新家庭的養護環境推進整備事業（２７百万円）

○ひとり親家庭キャリアアップ自立支援事業（２５百万円）

○改子ども・若者支援促進事業（１１百万円）

○外国人留学生等就職促進事業（２百万円）

○未来を担う少年育成のためのスクールサポーター事業（２２百万円）



- 26 -

2(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化

※ 各事業の予算額及び各項目の合計額は、十万円単位で四捨五入（ただし、百万円未満のものは切上げ）して

いるため、各事業の予算額の合計額と各項目の合計額とは一致しない場合があります。（以下同じ。）

○改特用林産物等資源活用推進事業（２百万円）

○改山の宝を活用した所得向上支援事業（４百万円）

○新農福連携発！農林水産業ユニバーサル化促進事業（２百万円）

○世界農業遺産（ＧＩＡＨＳ）地域力育成支援事業（２６百万円）

○地域力を活かす鳥獣被害防止総合対策事業（５５４百万円）

○東九州軸青果物輸送に向けたモーダルシフト加速化事業（３百万円）

○改集落で繋ぐ中山間地域果樹産地支援事業（４百万円）

○多面的機能支払交付金（１,１０１百万円）

○中山間地域等直接支払交付金（６６７百万円）

○新内水面漁業活性化計画推進事業（４百万円）

○建設産業経営基盤強化等支援事業（１９２百万円）
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① 若者の県内定着とＵＩＪターンの促進

○移住・ＵＩＪターン強化事業（中山間・地域政策課） ４９百万円
人口減少に対応するため、本県の魅力の発信や受入体制の強化など、本県への移住・ＵＩＪ

ターンを促進することにより、都市部から本県への人の流れを創出する。

(1) 市町村、各種関係団体と連携した総合的な移住・ＵＩＪターンの推進

① 各種団体で構成する移住・ＵＩＪターン促進協議会において、官民が一体となって気運

醸成や情報発信等に取り組むとともに、移住希望者を支援する登録制度を実施

② 同窓会等（県人会、市町村人会、高校同窓会、本県出身の若者による集会イベント等）

を活用した本県の魅力や就職情報等のＰＲを実施

(2) 移住・ＵＩＪターン相談・案内体制

宮崎ひなた暮らしＵＩＪターンセンターを運営し、情報発信、相談対応等を行うとともに、

各市町村と連携して、都市部での移住セミナー等を実施

(3) 市町村における受入体制整備の支援

市町村が実施する都市部でのＰＲ、お試し滞在、空き家バンク、移住後のフォローアップ、

若者集会イベント等でのＰＲ、ワーキングホリデーなど、移住・ＵＩＪターンの促進に係る

取組を支援

・実施主体 市町村（補助率 県１／２以内

ただし、全域が中山間地域である市町村は２／３以内）

【移住・ＵＩＪターン推進のイメージ】

2(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化
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2(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化

◎産業人財の育成・確保（産業政策課） １８３百万円

○新産業人財育成・確保緊急対策事業等 ２３百万円
人口減少の抑制と地域や本県産業の振興を図るため、「産業人財育成・確保のための取組

指針」を踏まえ、産学金労官の緊密な連携のもと、より一歩踏み込んだ緊急対策事業等を展

開し、宮崎の将来を担う産業人財を確保する。

(1) 女性の県内定着対策

県内及び県外において、女子大学生等を対象としたＵＩＪターンを促進するための「ひ

なた女子就職応援セミナー」を開催するほか、女性視点から見た「みやざきで暮らし、み

やざきで働く」良さの啓発ツールを作成

(2) 県外人材確保のための「産業人財掘り起こしコーディネーター」の配置

県外の学生や社会人等に対して「みやざきで暮らし、みやざきで働く」良さのＰＲや県

が実施する各種就職説明会等の周知等を行う「産業人財掘り起こしコーディネーター」を

東京、福岡に各１名配置

(3) 「みやざきで暮らし、みやざきで働く」気運の醸成

産業人財育成プラットフォームの関係機関で構成するキャラバン隊による普及啓発活動

の実施のほか、ＳＮＳを活用し県内の企業情報や就職情報を効果的に発信

(4) インターンシップの多様化・拡大等

多様なインターンシッププログラムの作成・提供及び受入マニュアルの作成により受入

企業を拡大

(5) 産業人財確保のための企業支援セミナーの開催

県内企業向けに、労働環境整備等のより実践的な人材確保策を学ぶ企業支援セミナーを

開催

(6) 若者の県外流出要因等調査分析

大学生や県外で就職した若者等に対するアンケート調査等を実施し、県外流出の要因等

を分析

(7) 「次年度採用対策会議」の運営等

高校・大学等と産業界の実務者が、県内企業における人材確保の見通しや労働環境のあ

り方に係る協議・意見交換を行う「次年度採用対策会議」の運営等を実施

現在の取組：キャリア教育の推進、インターンシップ等の実施、ひなたＭＢＡの実施、奨学金返還支援事業の実施 等

産業人財育成・ 確保緊急対策事業等（ 緊急対策・ 推進強化）

○高校・大学等と産業界の実務者が労働環境のあり方等に係る協議・意見交換を行う「次年度採用対策会議」の運営
○深刻な人口減少問題や「みやざきで暮らし、みやざきで働く良さ」の普及啓発動画等の作成
○若者の県外流出の要因等の調査・分析

宮崎県産業人財育成プラッ ト フォーム

女性

産業界

保護者
教育関係者
大学等

県外

大学等

学生

女性

＋（プラス）

○より 実践的な人材確保策を
学ぶ企業支援セミ ナーの開催

○県外の学生や社会人、 大学等に対して働きかけを行う
「 ひなた産業人財掘り起こしコーディ ネーター」 の配置

（ 東京、 福岡）

「産業人財育成・確保のための取組指針」に掲げる上記取組を推進

学生
県内

○産業人財育成プラ ッ ト
フォームのキャラバン隊
によるセミ ナー等の開催

○「 ひなた女子就職応援セミ ナー」 の開催
○女性視点から見た啓発ツール作成

○多様なインターンシッ ププログラムの
作成・ 提供

〇受入マニュアルの作成等

○Ｓ Ｎ Ｓ を活用した
効果的な情報発信
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2(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化

○宮崎で学び、宮崎で働き、世界へ挑戦するひとづくり事業等 ２２百万円
若者の県内定着を図るため、産学金労官が一体となって、宮崎を知り県内企業を体験する

機会を提供すること等により、宮崎で学び、働く気運の醸成を図るとともに、宮崎の将来を

担う人材の育成に取り組む。

(1) インターンシップの充実

事前・事後研修会の開催等によりインターンシップの充実を図り、実施県・市町村や民

間企業におけるインターンシップへの参加を促進

(2) グローバル人材の育成

海外展開に取り組む県内企業や大学等と連携し、宮崎の将来を担うグローバルな視点を

持った若者の育成と県内への定着・確保を推進

(3) 起業人材の育成

県内企業と連携し、新サービスや商品開発等を学生に体験させ、起業家精神を有する人

材を育成・確保

(4) 高等教育コンソーシアム宮崎の運営支援等

県内１１の高等教育機関が連携して産業人財育成の取組を推進する高等教育コンソーシ

アム宮崎の活動を支援

○みやざき産業人財確保支援基金事業 ５６百万円
宮崎の将来を担う産業人財の県内定着を図るため、県内に就職した若者に対して、県内企

業等と連携を図りながら奨学金の返還支援を行うとともに、県内企業等や奨学金返還支援事

業の内容などについての情報発信等を行う。

(1) みやざき産業人財確保支援基金設置事業

本県の将来を担う産業人財の県内企業等への就職及び定着を図るため「みやざき産業人

財確保支援基金」に積立

・平成３０年度基金積立額 ４０百万円

(2) 奨学金返還支援事業

奨学金返還支援対象者に対して返還支援金を給付するとともに、奨学金の貸与を受けて

いる大学生等に対して事業の内容及び奨学金返還支援に取り組む県内企業等の情報を発信

みやざき産業人財
確保支援基金

宮崎県

①積立

対象学生

③ 支援額の１/４を
基金に寄付

県内企業

② 就職
日本学生
支援機構 等

就職後、
奨学金を返還

【事業イメージ】

④ 奨学金返還支援

【支援額（例）】
1,000千円（４年制大学卒）

県外企業

企業版ふるさと納税
による寄付

【対象学生を採用した企業の
寄付額（例）】
２５０千円（４年制大学卒）
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2(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化

○ひなたＭＢＡ（みやざきビジネスアカデミー） ８２百万円
広い視野や戦略性など実践的で高度な経営理念を持って地域経済をけん引する産業人財を

育成するため、第一次産業から第三次産業まで幅広い業種を対象に、県、経済団体及び金融

機関等が連携して体系的な人材育成プログラムを展開する。

みやざきを
理解し、み
やざきの将
来を担う人
材の育成

働く場所の
魅力向上

「みやざき
で暮らし、
みやざきで
働く」良さの
創出とＰＲ

産業人財の育成・確保のための取組

宮崎県産業人財育成プラットフォーム

○次年度採用対策会議
高校・大学等と産業界の実務者が人材確保の見通し等に係る協議・意見交換を行う。
○若者の県外流出要因等の調査・分析
県外で就職した若者に対するアンケート調査等を実施し、県外流出の要因等を分析

各種インターンシップの実施
短期インターンシップの他、起業人材やグローバル人
材等を育成するためのプログラムを実施

インターンシップの多様化・拡大等
多様なインターンシッププログラムの作成・提供等による
受入企業の拡大

ひなたＭＢＡの実施
各業種共通のビジネススキ
ルを身に付けるための人材育
成プログラムの実施

企業支援セミナーの開催
労働環境の整備等のより実践的な人材確保策を学ぶ
セミナーの開催

女性の県内定着対策
○女性視点から見た「みやざきで暮らし、働く良さ」の啓発ツールの作成
○女子大学生等を対象とした「ひなた女子就職応援セミナー」の開催

「産業人財掘り起こしコーディネーター」の配置（東京・福岡）
県外の学生や社会人、大学等に対して働きかけを行う 「産業人財掘り起こしコーディネー
ター」を配置

「みやざきで暮らし、みやざきで働く」気運の醸成
○学生や保護者、教育関係者等を対象とした県内就職の気運醸成を図るためのセミナー等の開催
○ＳＮＳを活用した県内の企業情報や就職情報の効果的な発信
○深刻な人口減少問題や「みやざきで暮らし、働く良さ」の普及啓発動画等の作成及び発信

高校生 社会人大学生等

奨学金の返還支援
県内企業に就職する若者に対する奨学金の返還支援

次
代
を
担
う
人
材
が
育
ち

働
き
た
い
場
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し
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ば
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る
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き

みやざきを
理解し、み
やざきの将
来を担う人
材の育成

働く場所の
魅力向上

「みやざき
で暮らし、
みやざきで
働く」良さの
創出とＰＲ

産業人財の育成・確保のための取組

宮崎県産業人財育成プラットフォーム

○次年度採用対策会議
高校・大学等と産業界の実務者が人材確保の見通し等に係る協議・意見交換を行う。
○若者の県外流出要因等の調査・分析
県外で就職した若者に対するアンケート調査等を実施し、県外流出の要因等を分析

各種インターンシップの実施
短期インターンシップの他、起業人材やグローバル人
材等を育成するためのプログラムを実施

インターンシップの多様化・拡大等
多様なインターンシッププログラムの作成・提供等による
受入企業の拡大

ひなたＭＢＡの実施
各業種共通のビジネススキ
ルを身に付けるための人材育
成プログラムの実施

企業支援セミナーの開催
労働環境の整備等のより実践的な人材確保策を学ぶ
セミナーの開催

女性の県内定着対策
○女子大学生等を対象とした「ひなた女子就職応援セミナー」の開催
○女性視点から見た「みやざきで暮らし、働く良さ」の啓発ツールの作成

「産業人財掘り起こしコーディネーター」の配置（東京・福岡）
県外の学生や社会人、大学等に対して働きかけを行う 「産業人財掘り起こしコーディネー
ター」を配置

「みやざきで暮らし、みやざきで働く」気運の醸成
○学生や保護者、教育関係者等を対象とした県内就職の気運醸成を図るためのセミナー等の開催
○ＳＮＳを活用した県内の企業情報や就職情報の効果的な発信
○深刻な人口減少問題や「みやざきで暮らし、働く良さ」の普及啓発動画等の作成及び発信

高校生 社会人大学生等

奨学金の返還支援
県内企業に就職する若者に対する奨学金の返還支援
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2(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化

○改福祉で働こう！ひなたの人材確保推進事業（福祉保健課） １０百万円
将来の福祉の担い手として期待される若年層等と本県への移住・ＵＩＪターン希望者に対

し、福祉の仕事の理解を深め、福祉分野への進路選択や就業を促進することにより、県内の社

会福祉事業等従事者の確保を図る。

(1) 福祉の仕事キャリア教育連携事業

① 教育関係者と連携し、小学生から高校生まで各世代に応じた出前講座を実施

② 高校生以上の学生、求職者を対象に福祉分野選択のための事業所見学会を開催

(2) 福祉人材ＵＩＪターン強化事業

福祉現場で活躍中のＵＩＪターン者の動画やインタビュー記事、資格取得の支援制度等を

掲載したパンフレット等を作成し、ＰＲを実施
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2(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化

○新産科専門医研修資金貸与事業（医療薬務課） ４百万円
周産期医療の現場を支え、今後の県内定着が期待される産婦人科専攻医に対して、研修資金

を貸与することにより、県内産科医の育成・確保に取り組む。

(1) 対象者

県内で産婦人科専門研修（臨床研修後３年間）を行う専攻医

(2) 貸与額

研修資金 月額１５万円（最大３年間貸与）

(3) 返還免除

専門研修を修了した後、貸与期間に相当する期間のうち、１年間、県内の周産期医療機関

（宮崎東諸県医療圏を除く。）に勤務した場合、研修資金の返還を免除する。

【事業概要図】

医学生
（６年間）

法に
もと
づく
臨床
研修

(２年)

産婦人科
専門研修

１
年
目

２
年
目

３
年
目

［県内定着］

産科医と

して勤務

（臨床研修修了）

［義務履行］
宮崎東諸県
医療圏以外で
勤務（１年）

（医師国家試験合格）

【
産
婦
人
科
専
門
医

資
格
取
得
】
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2(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化

○宮崎県ナースセンター事業（医療薬務課） ２０百万円
未就業看護職員に対する就業促進や看護業務のＰＲ、就労環境改善や離職者への復職支援等

に加え、県外就業者への情報発信や中高生に看護の魅力を伝える事業を拡充することにより、

宮崎県ナースセンターにおいて看護職員確保対策の総合的な推進を図る。

(1) ナースバンク事業

① 無料職業紹介（就職に関する相談、求人・求職者の登録）

・離職時届出制度の周知と届出促進による離職者の把握及び早期就労支援

・ハローワーク等との情報共有化によるマッチング促進

② 出前就業相談事業（県内７か所のハローワークに相談員を派遣）

③ 看護業務ＰＲ事業

④ 県外就業者向け情報発信事業

・医療機関及び看護師等養成所の求人情報やナースセンター事業等について、ＳＮＳを活

用した情報を発信

(2) ワークライフバランス推進事業

① 看護職員のワークライフバランスの実現に取り組む医療機関に対する研修及び相談員の

の派遣

② 看護職に対する勤務環境等に関する総合相談窓口を設置し、看護職員の働きやすい職場

づくりを支援

(3) 復職支援事業

未就業や離職後の看護職員のうち就業を希望する者に対する最新の看護知識及び看護技術

の修得と受講後の就労支援

(4) 学生版！看護の魅力発信事業

① ふれあい看護体験事業

医療施設で看護師とともに、患者との触れ合いを通して、体温・脈拍・血圧測定・清潔

援助（清拭、洗髪等）、食事介助、車椅子移動介助などの体験を実施

（対象：高校生６５０名、協力医療機関７０施設）

② 看護進路相談会及び看護の出前授業実施（対象：中学生、高校生）

看護進路相談会

修学資金
貸与

看護師等養成
所運営費補助

離職時
届出制度
周知

ふれあい
看護体験

試
験
合
格
・

免
許
取
得

看護職への
関心を高める

県内看護師等
養成所卒業生
の流出を抑える

離職防止・復職支援

離職時
届出制度
周知

求人情報
情報発信
ＳＮＳ

院内保育所
運営費補助

新卒訪問
看護師養成

実習指導者
講習会

新人看護職員
卒後研修

看護の出前授業 無料職業紹介・ﾊﾛｰﾜｰｸとの情報共有化によるマッチング促進

求人情報
情報発信
ＳＮＳ

ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ取組医療機関への研修及び相談員派遣
業務環境改善に関する総合窓口設置

復職のための看護知識・看護技術修得支援及び就労支援

スキルアップ研修

宮
崎
県
ナ
ー
ス
セ
ン
タ
ー
事
業

宮崎県看護人材確保対策の概要

関
連
事
業

中学生 高校生 看護学生 就職 出産育児 定年
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2(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化

○改「みやざき・ひなたの介護」情報発信事業（長寿介護課） ２０百万円
県内の介護従事者を安定的に確保するため、将来の担い手となる若者（小中学生・高校生・

大学生・就職活動中の者等）や地域住民に対し、介護の魅力についての情報発信のための様々

な取組を行うことにより、介護のしごとの理解や参入促進を図る。

(1) 情報発信番組の制作・放映及び二次利用

① 情報発信番組の制作・放映

「介護の魅力」をテレビ・ラジオ等を活用して情報発信

② 二次利用

・放送された番組をＳＮＳやホームページ等を通じて配信

・放送された番組のＤＶＤを制作し、公共施設や介護施設等に配布

(2) 普及啓発資料の作成、配布

・介護の魅力を発信するポスター及びパンフレットを作成し、県内各行政機関、高校、中学

校、介護事業所等に配布

・(3)、(4)の来場者、参加者に配布

(3) 普及啓発イベントの開催

・「講演会」、「介護体験会」等を一体的に行うイベントを開催

(4) 職場体験会の開催

・特別養護老人ホーム等に小中学生を招いて職場体験を実施（山間へき地等）

「みやざき・ひなたの介護」情報発信事業

介護の魅力・やりがいを発信

現場で生き生きと働く

若手職員の姿、エピソード等
利用者や家族の

感謝の声、満足感

介護体験、

介護を学ぶ学生の紹介

介護のイメージアップ

◇介護への理解・関心アップ ◇介護学生数増 ◇介護従事者数増

◇介護従事者のやる気アップ ◇介護従事者定着率向上

マイナスイメージ
３Ｋ（きつい、汚い、キケン）

○情報発信番組の放映 ○ポスター・パンフレット配布

○イベントの開催 ○職場体験会の開催
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2(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化

○改保育士等キャリアアップ研修事業（こども政策課） １５百万円
保育士等の安定的な確保を図るため、給与等の処遇改善の要件である職位や職務内容に応じ

た研修を実施する。

(1) 研修分野 ８分野

(2) 研修回数 ３０回（１回あたり１５時間）

(3) 実施主体 県（補助率 国１／２、県１／２）

○みやざき林業入門塾等研修事業（森林経営課） ３百万円
林業就業に興味を持つＵＩＪターン希望者等に対する、県内でのおためし林業体験ツアーや、

林業未経験の後継者等を対象にしたみやざき林業入門塾の実施等により、多様な林業担い手の

育成と地域林業の振興を図る。

(1) おためし林業体験ツアー

林業就業に興味を持つＵＩＪターン希望者等を対象に、県内の林業や山村の暮らしを体験

するツアーを実施

(2) みやざき林業入門塾

林業未経験の後継者等を対象に、森林経営や特用林産等の知識や技術に関する研修を実施

(3) フォレスター養成等研修

森林・林業に関する専門的知識や技術を有し、長期的・広域的な視点から市町村森林整備

計画の策定を支援する森林総合監理士（フォレスター）の養成や市町村職員研修を実施

おためし林業体験ツアー みやざき林業入門塾 フォレスター養成等研修

保育士等に関するキャリアアップのイメージ

研修による技能の習得により、キャリアアップができる仕組みを構築

専門リーダー（スタッフ職）

・経験年数概ね７年以上
・４つ以上の研修分野を
修了

副主任保育士（ライン職）

・経験年数概ね７年以上
・マネジメント＋３つ以上
の研修分野を修了

月額４万円の処遇改善
（園長・主任保育士を除く保育士等全体の概ね１／３）

職務分野別リーダー

・経験年数概ね３年以上
・担当する職務（左記①～⑥）の研修分野を修了

月額５千円の処遇改善
（園長・主任保育士を除く保育士等全体の概ね１／５）

キャリアアップ研修の創設
分野別に研修を体系化

※ 研修の実施主体：都道府県等
※ 研修修了の効力：全国で有効

①乳児保育

②幼児保育

③障害児保育

④食育・アレルギー

⑤保健衛生・安全対策

⑥保護者支援・子育て支援

⑦保育実践

⑧マネジメント

【研修分野】
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2(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化

○「みやざき林業青年アカデミー」等研修事業（森林経営課） ２４百万円
将来的に林業経営を担う有望な人材に対し、林業への就業に向けた研修を行うとともに、研

修に専念できるよう必要な支援等を行い、新規就業者の確保と技術力の向上を図る。

(1) 「みやざき林業青年アカデミー」研修事業

① 研修事業

林業就業に必要な知識や技術を習得するための研修の実施

② 給付金事業

①の研修を受ける者に対する給付金の支給

③ 推進事業

給付事務及び制度普及活動等の実施

(2) 林業技術習得研修事業

大径木を安全で効率的に伐採できる技術者を養成

受 講 就 業

林業就業に必要な研修(年間1,200時間以上)

就 ・林業技術センター等における座学 林

業 ・林業現場における実習 業

希 ・林業就業に必要な資格等の取得講習 事

望 業

者 体

最大月額１２万５千円を給付 等

（条件：研修後１年以内に就業すること等）

給付金

「みやざき林業青年アカデミー」研修フロー図

○改みやざき林業技術者育成総合対策事業（森林経営課） １６百万円
林業就業に必要な免許・資格等の取得研修に加え、低コストで効率的な森林施業技術や持続

的な林業経営等の研修を実施し、本県の林業生産をリードする人材を総合的に育成する。

また、青少年や一般県民を対象に、森林・林業に関する公開講座を開催する。

(1) 林業作業士等養成研修

林業就業に必要な知識や技術の習得及び免許・資格等の取得のための研修を実施

・実施する研修 林業架線作業主任者、宮崎県林業作業士、森林作業道作設オペレーター、

森林施業プランナー

(2) 林業成長産業化プロジェクト実践研修

伐採から植栽までを一体的に実施する一貫作業システム研修や、青少年や一般県民を対象

とした公開講座を開催

林業架線作業主任者研修 森林作業道作設オペレーター 公開講座

研修 （イメージ）
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○新みやざき林業大学校（仮称）開講準備事業（森林経営課） １９百万円
みやざき林業大学校（仮称）の開講に向け、実践的な知識や技術・技能を習得するために必

要な林業機械や機器、車両、備品等を整備するとともに、民間企業や林業団体と行政が一体と

なり、人材の確保・育成・就業・定着を見据えた、一貫したサポート体制を構築する。

(1) 研修用機材やデジタル林業機器の整備

(2) 研修施設の機材等の整備及び広報、募集活動の実施

(3) オールみやざきサポート体制の構築

受講生の確保・育成・就業・定着の円滑化と効果的な運営の実施

支 支 支

援 援 援

みやざき林業大学校（仮称）

みやざき林業大学校（仮称）サポートチーム

（国・市町村・関係団体・企業・個人）

受講前 受講期間中 受講後

(受講生の募集・確保など) (講師派遣・実習フィールド提供など) (就職支援など)



- 38 -

2(1) 未来を支える人財育成・確保と中山間地域対策の強化

○新みやざき林業イノベーション加速化事業（森林経営課） １０百万円
森林施業において、特に機械化が進んでいない下刈等森林作業の省力化技術や、森林施業を

効率化するためのＩＣＴ等最新技術導入の実証を行い、林業現場における先端技術の実用化を

図る。

(1) 下刈等森林作業省力化実証事業

下刈等森林作業の省力化を図るため、県、民間企業及び大学等を構成メンバーとする研究

コンソーシアムを設置し、先端技術を活用した現場実証を実施

(2) ＩＣＴ等高度技術導入実証事業

森林資源情報の効率的かつ的確な把握を行い、森林施業に活用するためのＩＣＴ等最新技

術に必要な機材の導入及び実証を実施

【下刈等森林作業省力化実証事業】

【ＩＣＴ等高度技術導入実証事業】

ドローン 地上レーザー計測器による

(無人航空機(UAV)) 立木位置図と直径分布図

【システムの概要】

地上レーザー計測

効率的な

原料確保

部材の

トレーサビリティ

の確保

効率的な

林業経営

サイズ

調達時期 等

林内の地形
立木位置
直径、樹高 等

研究コンソーシアム
（県、企業、宮崎大学、森林組合等）

（事務局：宮崎大学）

省力化実証

試験フライト・

農薬散布

飛行方式、作業時間、

作業精度、植栽密度、

雑草抑制効果、

環境影響、

コスト等データ分析

【下刈無人化】

試験成果の

とりまとめ


